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明治～大正期、松本地域の商工業と松本商業会議所
The Infl uence of the Development of Matsumoto-City Area’s Commerce 





































































明治 13（1880）年に 38だった製糸工場は、明治 20年代に入ってからは 13工場となり、数を減
らしてはいたが、逆に全体の生産量は約 3倍増となっていた。明治 26年の調査によれば、当時松
















































































































































































































































































































































































































































































































































1908 （明治 41） 353
1909 （　　 42） 339
1910 （　　 43） 336
1911 （　　 44） 336
1912 （大正   1） 366
1913 （　　   2） 362
1914 （　　   3） 328
1915 （　　   4） 496
1916 （　　   5） 560





















みで経費を課されていた（明治 44＝ 1911年からは人頭割の等級制を実施）。具体的には、第 4表
のごとく、創立時の明治 41（1908）年の営業税割は納税額 100円につき 2円 50銭の割合で賦課さ






1908（明治 41） 2.5 1.5
1909（　　 42） 3.0 2.0
1910（　　 43） 3.0 2.2
1911（　　 44） 3.5
1912（大正   1） 3.5
1913（　　   2） 3.5







増加させる方策も講じられた。すなわち、明治 42（1909）年の営業税割は納税額 100円につき 3円、
人頭割が 1人当たり 2円へと、それぞれ賦課率がアップしている。その結果として、総収入は
1,527円となり、前年と比べて 250円ほど増加した。
明治 43（1910）年になると、営業税割賦課率は前年と同様に 100円当たり 3円の水準に据え置
かれてはいたが、実際のところ松本商業会議所は営業税割の負担者から一律に 20銭ずつを上乗せ




















第 5表に示された、大正 1（1912）年度から同 2（1913）年度までの等級区分を実施することに
より松本商業会議所は、毎年度概ね 2,000円前後の総収入を確保することができるようになってい
った。なお、一定額以上の所得税納税者で、かつ一定規模以上の法人の役員は、営業税額基準が適
用されないため、第 5表には含まれない。これらの有権者への人頭割は、一律に 1人当たり 3円が
賦課されていた。
第 5表　松本商業会議所の等級別経費賦課額
年 区分 一等 二等 三等 四等 五等 六等 七等 八等 九等
1911年
税額区分 1,000 500 300 100 60 40 30 25
人数 4 1 7 46 63 89 63 56
1人当賦課額 15 10 7 5.5 3.5 2.5 1.8 1.5
1912年
税額区分 1,000 500 300 200 100 60 40 30 25
人数 4 1 7 4 42 63 89 63 56
1人当賦課額 15 10 7 5.5 4.5 3.5 2.5 1.8 1.5
1913年
税額区分 1,000 500 300 200 100 60 40 30 25
人数 3 1 3 6 40 50 95 80 77
1人当賦課額 15 10 7 5.5 4.5 3.5 2.5 1.8 1.5
1914年
税額区分 1,000 500 300 200 100 60 40 30 25
人数 3 1 3 60 40 50 95 80 43




















































1908 1910 1912 1914 1916 1918 1922 1926 1930
織物商 6 6 5 5 5 7 3 2 2
海産物商 2 2 2 2 1 4 4 4
米穀商 2 2 2 2 2 2 2 1 3
繭糸商 1 1 2 4 2 1 1 2 2
銀行業 3 3 4 4 2 1
足袋商 2 1 1 1 2 1 1 2 3
醸造業 1 1 1 1 1 1 2 1 2
製糸業 1 1 1 1 1 2 1 2 2
薬種商 1 1 1 1 1 1 2 1 2
運送業 1 1 1 1 1 2 2 2 1
砂糖商 2 3 1 1 1 1 1 1 1
鉄工業 1 1 1 1 1 1 1
菓子商 1 1 1 1
紙商 1 1 1 1 1 1 1 1
履物傘商 1 1 1 1 1 1 1
書籍商 1 1 1 1
畳表蚕具商 1 1 1 1 1 1 1
肥料商 1 2 2 1
質商 1 1 1 1 1
煙草元売業 1 1 1 1 1
時計自転車商 1 1 1 1 1
衣類商 1 1 1 1
石油塩元売 1 1 1 1
材木商 1 1 1 1













































































































































































大正 1（1912）年には 25万円とされた足袋・足袋底の生産価額が大正 9（1920）年には一挙に
150万円まで増大しているし、清酒も 20万円から 52万円へと産出額を伸ばしていた。工業従事者








　　  11 1,632 6.8％






















































































































































































































































具体的には大正 6（1917）年には、営業税基準額を 1円引き上げて 16円に、資本金は 1万円の
引き上げ、所得税は 2円を引き上げることで、資本金 6万円・所得税 12円に変更した。その後は
毎年それぞれ、営業税 1円ずつ、資本金 1万円ずつ、所得税 2円ずつを増額するよう定款の変更を









年 会議所数 全国有権者数 松本有権者数 年間経費
大正 1 60 51,040 368 2,184
　　 2 60 51,665 352 1,980
　　 3 60 49,363 363 2,251
　　 4 60 42,038 474 2,251
　　 5 60 45,928 496 2,398
　　 6 59 52,631 560 3,306
　　 7 60 65,699 585 3,950
　　 8 60 76,350 715 4,657
　　 9 62 133,359 1,719 7,868
　　10 64 113,634 1,588 7,860
　　11 65 131,103 1,058 10,469
　　12 65 99,257 1,058 10,892
　　13 70 92,921 936 11,720


























































































































13　 明治 23（1890）年に公布された陸軍定員令では、歩兵連隊の定員は平時編制で 1,721名とされていた
が、軍事情勢次第で実際の兵員数には大きな変動があった。 













16　 『松本大観』は 1912（大正 1）年に松本で発行され、松本高等女学校教諭の津島壱城氏による編著と
60
されている。発行所は「瀧川製本所」であり、農業・工業・商業・行政・教育など全般にわたり松本
市を紹介する内容が掲載されているが、巻末には「営業税廿五円以上納ムル人員」として松本市の商
工業者が列挙されている。この時期、松本商業会議所への加入条件であり、かつ加入義務を負う基準
税額が営業税 25円以上であったこと、および、やはり巻末には松本市内で営業する数多くの商工業
者が広告を掲載している点からみて、『松本大観』は明らかに商業会議所が関与した刊行物と考えら
れる。むしろ、通常の商工人名録に近い性格の刊行物である。なお、本論に引用した箇所は同書の
101頁～107頁。
17　 日銀松本支店が開設されるまでの経緯は、主として「信越地方支店設置ニ関スル調」（『日本金融史史
料　昭和続編』付録第二巻）に依拠した。
18　 大正期松本商業会議所の有権者数、すなわち松本商業会議所に参加した商工業者数の正確な数値を把
握することは、実はなかなか難しい。当時の松本商業会議所有権者数については、官公庁による調査
資料として次のような統計書がある。
　　　　①『農商務統計表』
　　　　②『日本帝国統計年鑑』
　　　　③『長野県統計書』
　　 　松本商業会議所が定期的に編集・発行した商工人名録は議員選挙に際しての選挙権者名簿をも兼ね
ており、官公庁資料とは別に、それによっても、有権者数を把握することができる。商工人名録には
営業税額基準・所得税額基準を満たす商工業者が基本的にはすべて記載され、各人・各法人の営業税
納税額をも把握することが可能である。
　　 　これら各種の調査資料のうちでは、何年かの間隔をおいて残存する商工人名録が、商業会議所自ら
の調査であるだけにもっとも実態を反映した数字を示していると考えられるが、人名録は必ずしも毎
年作成されてはいないため、ここでは公的調査の結果である『農商務統計表』および『長野県統計書』
に依拠した。
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